
 

 

 

 

 

 

 

 

 

恵那市地球温暖化対策実⾏計画 
【区域施策編】 

2050 年ゼロカーボンシティえな 
〜⻘と緑と太陽と⼟を⽣かし、持続可能なまちを創る〜 
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１. 基本的な事項 
 
 平成 27 年 12 月、「パリ協定」が合意され、全ての国々が、⻑期的な温室効果ガス排出削減に乗
り出すこととなりました。この様な世界的動向を受け、日本は 2021 年 4 月に、2030 年度におい
て、温室効果ガス 46%削減（2013 年度⽐）を目指すこと、さらに 50%の高みに向けて挑戦を続
けることを表明しています。 

「恵那市地球温暖化対策実⾏計画（区域施策編）」はこうした変化への対応を図り、温室効果ガ
ス排出状況の分析及び排出削減目標と、目標達成のための施策を定めるとともに、本市が実施する
地球温暖化対策に関する施策・取組の詳細を示すものです。 
 
  
  
●「恵那市地球温暖化対策実⾏計画（区域施策編）」は、地球温暖化対策の推進に関する法律の第

21 条第４項に基づく計画です。この計画は、本市の自然的・社会的条件に応じて、温室効果ガ
スの排出の抑制等を総合的かつ計画的に進めるための施策を定めるものです。 

 
●「恵那市総合計画」との整合を図り、「第２次

恵那市環境基本計画」と一体となり、関連する
様々な環境分野における施策の方向性を与え
るものとして策定し、これまでの取組の継続と
発展を踏まえた上で、今後の更なる取組の強化
を図ります。 

 
  
●本計画の期間は、短期、⻑期に分けて設定を⾏います。短期目標期間については、2030（令和

12）年度、⻑期目標期間については、2050（令和 32）年とします。 また、基準年度について
は、2013（平成 25）年度とします。 なお、2030 年以降 10 年間隔で次期計画を策定、５年間
隔で⾒直しを⾏い、2030 年までの期間は令和 8 年度に中間⾒直しを設定しますが、脱炭素を巡
る国際的動向・国内動向が⼤きく変化すると思われる為、時期を前後して弾⼒的に中間⾒直しを
⾏うこととします。 
 

 
 
 
 
 
 
  
  
 地球温暖化対策推進法では、温室効果ガスの種別について 7 種類が定義されていますが、本計画
では二酸化炭素（CO₂）以外の温室効果ガスの排出データ、推計の根拠が不明確かつ把握が困難で
あり、排出量もわずかであると考えられるため二酸化炭素（CO₂）のみを対象とします。 

 対象とする温室効果ガス 

 計画策定の趣旨 

 計画の位置づけ･役割 

 計画の期間 
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2. 恵那市の現状分析 
 
 
 2013 年度の恵那市の CO₂排出量は合計 551,674t、2018 年度では 469,375t と推計されま
した。恵那市内では 351 ある製造業事業所の中でも、特に 16 の特定事業所による排出量が
193,836t であり、全部門を合計した CO₂排出量の 41.3％という⼤きな部分を占めています。
製造業、特に特定事業所による CO₂排出量の削減が恵那市において最も⼤きな課題となります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 温室効果ガスの削減目標 
 
 

 本計画では、2050 年に「CO₂排出量－（再⽣可能エネルギー導⼊による CO₂削減量＋森林吸
収量）≒0」を達成するシナリオを、ケース１基本対策・ケース２強化対策の別に各部門毎に設
定し、これを組み合わせることによりゼロカーボンシナリオを作成、2030 年に再エネ導⼊、森
林吸収を差引いた 296,292t まで排出量を 46％削減、2050 年にカーボンニュートラルを目指
します。 
 
 
 
 
 

 恵那市の温室効果ガス排出状況

 温室効果ガスの削減目標 

・2030 年度に 2013 年度比 46％削減 

・2050 年カーボンニュートラルを目指す 
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※ 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

BAU（Business As Usual）とは、現状のまま何も対策をせず推移した場合の推計です。 

  

単位
CO₂-t

2013年
現状排出

2018年
現状排出

2018
現状吸収

2030年
BAU

2030年
排出削減

2030年
再エネ吸収

2050年
BAU

2050年
排出削減

2050年
再エネ吸収

合計 551,673 469,375 45,227 461,850 374,208 77,916 413,165 166,935 181,957
実質排出 296,292 実質排出 -15,022

家庭部門 家庭部門 家庭部門 家庭部門 家庭部門
家庭部門

製造業

製造業 製造業

製造業

製造業

製造業

業務その

他部門

業務その

他部門

自動車

（旅客）

自動車

（旅客）

自動車

（貨物）

自動車

（貨物）

森林吸収 森林吸収
森林吸収

太陽光（持ち家）
太陽光（持ち

家以外）

風力

0
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500,000

600,000

2013年

現状排出

2018年

現状排出

2018

現状吸収

2030年

BAU

2030年

排出削減

2030年

再エネ吸収

2050年

BAU

2050年

排出削減

2050年

再エネ吸収

家庭部門

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

自動車（旅客）

自動車（貨物）

鉄道

森林吸収

太陽光（持ち家）

太陽光（持ち家以外）

中小水力

風力

その他

 2030 年・2050 年の部門別目標数値

t-CO₂
2013年
現状排出

2018年
現状排出

2018
現状吸収

2030年
BAU

2030年
排出削減

2030年
再エネ吸
収

2050年
BAU

2050年
排出削減

2050年
再エネ吸収

家庭部門 79,208 62,240 0 53,951 40,504 0 46,515 19,272 0

製造業 237,085 213,164 0 243,007 198,000 0 245,138 69,908 0

建設業・鉱業 4,191 3,481 0 2,959 2,959 0 2,181 2,181 0
農林水産業 15,144 8,885 0 7,553 7,553 0 5,566 5,566 0
業務その他部門 90,391 66,767 0 56,758 47,854 0 41,825 30,182 0
自動車（旅客） 62,232 55,800 0 47,435 34,361 0 34,956 17,977 0
自動車（貨物） 59,275 55,775 0 47,414 40,203 0 34,940 25,690 0
鉄道 4,148 3,263 0 2,773 2,773 0 2,044 2,044 0
森林吸収 0 0 45,227 0 0 72,329 0 0 84,960
太陽光（持ち家） 0 0 0 0 0 5,587 0 0 7,450
太陽光（持ち家以外） 0 0 0 0 0 0 0 0 55,358
中小水力 0 0 0 0 0 0 0 0 2,329
風力 0 0 0 0 0 0 0 0 30,317
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計 551,674 469,375 45,227 461,850 374,207 77,916 413,165 172,820 180,414

296,291 -7,594実質排出(t-CO2） 実質排出(t-CO2）
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 地球温暖化対策の推進に関する法律第 21 条第 5 項では、市町村は地域脱炭素化促進事業の対
象となる区域を定める努⼒をするものとされており、本計画のゼロカーボンシナリオにより以下
を促進区域として設定します。 

１ 地域脱炭素化促進事業の目標 
2050 年に本市の温室効果ガス排出量を 

実質０とする事を目標とする 

２ 地域脱炭素化促進事業の対象区域 住宅及び住宅以外の建物の屋根上 

３ 
促進区域において整備する地域脱

炭素化促進施設の種類及び規模 
市内全域に於いての屋根上太陽光発電 

 

  

 促進区域の設定

吸
収 

再
エ
ネ 

省
エ
ネ 

脱
炭
素
化
達
成 

新
実
行
計
画
策
定 

2021~2022 2030 2050 

省エネ促進 
・エコカー推進 
・製造部門排出削減要請
 
再エネ導入促進 
・屋根上太陽光の促進 
・補助制度の導入 
 
 
森林整備の促進 
J-クレジット検討 

省エネ促進 
・エネルギー置換 
・新技術の導入促進 
 
再エネ導入促進 
・屋根上太陽光の促進 
・太陽光以外の再エネ導入 
 
林業関連産業の活性化 
J-クレジット活用 

再
エ
ネ
実
態
把
握 

実
行
計
画
策
定 

 合意形成（市民・事業者・近隣市町村） 
地域人材の育成（再エネ・森づくり） 

エネルギー将来推計 
再エネ導入目標設
定施策検討 

2013 2018 2030 2050 

排出量 

 
排出量 

 排出量

森林吸収 森林吸収

再エネ 
森林 
吸収 

再エネ 

排出量 

・森林保全による
吸収量の確保 

・再エネの導入

・省エネ促進 

・森林保全による 
 吸収量の拡大 
・再エネの導入 
を促進 

 地域人材の活躍拡大・地域外への波及 
（再エネ・森づくり） 

10％削減済 実質
46％削減

0 

・更に省エネを促進 
排 出 量 と
相殺 
実質ゼロ 

 削減目標達成に向けたロードマップ
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４. 将来推計を踏まえた地域の将来ビジョン・ 
施策の展開 

 
 2030 年二酸化炭素実質排出量は基準年度⽐ 46％削減を目指し、2050 年には二酸化炭素排出
実質ゼロを目指します。省エネ・再エネ導⼊よる利益を森林整備や農業振興などにあてることで、
林業・農業をはじめとした地域経済の活性化や雇⽤創出につなげることを目指し「2050 年ゼロ
カーボンシティえな」を将来ビジョンとして位置づけます。 
 
 
 
 
 
 
 
 同時に⾒直しを図る「第 2 次恵那市環境基本計画」と地球温暖化対策に関する施策体系の共
通化を図り、「2050 年ゼロカーボンシティえな」を目指します。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 将来推計を踏まえた地域の将来ビジョン

 施策体系 

「2050 年ゼロカーボンシティえな」 
〜⻘と緑と太陽と⼟を⽣かし持続可能なまちを創る〜 

将来ビジョン 

基本目標 1 
恵み豊かな郷⼟の自然を守り共⽣する

基本方針(1) 森林環境の維持･活⽤ 

基本目標 2 
環境負荷の少ない循環型社会を構築する

基本方針(1) ごみの減量と再資源化の推進 
基本方針(2) 適正なごみ処理･処分体制の構築 

基本目標 3 
地球温暖化を防止する脱炭素社会を実現する

基本方針(1) 省エネルギー⾏動の推進 
基本方針(2) 建物･設備等の省エネルギー化、再⽣可能エネルギー導⼊促進 
基本方針(3) 脱炭素なまちづくりの推進 

基本目標 4【環境基本計画基本目標 5】 
持続可能なまちを創る仕組みづくり･人づくりを進める 

基本方針(1) 環境教育･環境学習の推進 
基本方針(2) 地域による環境保全活動の推進 

自然共⽣ 

資源循環 

脱炭素 

安全安心 

総合的な 
施策推進 

基本目標･基本方針 
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 2050 年カーボンニュートラルを目標としたシナリオの取組内容、第 2 次恵那市環境基本計画
指標関連部分を目標指標とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５. 地域の再エネポテンシャルや将来の 
エネルギー消費量を踏まえた再エネ導⼊目標 

 
 
●太陽光発電     2030 年に持ち家の 25％、2050 年に持ち家の 50％及び持ち家以外の

屋根の 50％に太陽光発電の設置を目標としました。 
●風⼒発電      2050 年に上矢作エリアの導⼊ポテンシャルの 70％、それ以外の 20％、

年間発電電⼒量 132,680MWh を目標としました。 
●中⼩⽔⼒発電    2050 年に導⼊ポテンシャル 100KW 未満の河川 50％、100kw-200kw

の河川の 40％、年間発電電⼒ 10,194MWh を目標としました。 
 

 目標指標 

 太陽光発電・風⼒発電・中⼩⽔⼒発電

基本目標 部門 目標指標
現状値

（基準年）

BAU値
2030年
（A）

目標値
2030年
（B）

削減数値
2030年
（A)-（B)

数値の進行管理方法

家庭部門CO₂排出量
62,240
t-CO₂
2018年

53,951
t-CO₂

40,504
t-CO₂

13,447
t-CO₂

実行計画にて再推計

「脱炭素社会」の実現に向け、CO₂
などの排出を減らす取り組みについ
て、何らかの取組をした市民の割合

- - 70.0% -
市民意識調査
質問項目新設

省エネアンケート実施世帯数 - -
年1,000世

帯
-

市内の家庭1000世帯を
対象とした3日間アン
ケート

薪ストーブ導入世帯数 - -
累計400世

帯
-

追加施策策定により補
助制度を導入・数値管
理

製造業部門CO₂排出量
213,164
t-CO₂
2018年

243,007
t-CO₂

198,000
t-CO₂

45,007
t-CO₂

実行計画にて再推計

省エネ取組ネットワーク事業参加率 - -
市内企業
100％

-

特定事業者省エネ前年度比1％超
の取組をした特定事業者数

- - １６社 -
環境省
温室効果ガス排出量公
表制度

業務その他部門CO₂排出量
66,767
t-CO₂
2018年

56,758
t-CO₂

　47,854
t-CO₂

8 ,904
t-CO₂

実行計画にて再推計

省エネ取組ネットワーク事業参加率
（再掲）

- -
市内企業
100％

-

自動車（旅客）部門CO₂排出量
55,800
t-CO₂
2018年

47,435
t-CO₂

34,361
t-CO₂

13,074
t-CO₂

実行計画にて再推計

恵那市住宅用新エネルギーシステ
ム設置事業補助金　自動車充給電
システム（V2H）補助件数（累積）

- - １０件 -
自動車充給電システム
（V2H）補助件数

CEV（クリーンエネルギー自動車）補
助実績数（累積：政府グリーン成長
戦略より推計）

161台
2018年

- 6,500台 -
次世代自動車振興セン
ター統計

自動車
（貨物）部門

自動車（貨物）部門CO₂排出量
55,775
t-CO₂
2018年

47,414
t-CO₂

40,203
t-CO₂

7 ,211
t-CO₂

実行計画にて再推計

基本目標１
恵み豊かな郷
土の自然を守り

共生する

森林吸収 市内間伐面積（累積）
593ha
2019年

-
9,393ha
（年間
800ha）

-
恵那市総合計画数値
より推計

基本目標３
地球温暖化を
防止する脱炭
素社会を実現

する

再エネ導入

恵那市住宅用新エネルギーシステ
ム設置事業補助金　太陽光システ
ム補助件数（累積：市内持ち家
25％）

- - 3,200件 -
太陽光発電システム
累積補助件数

製造業

業務その他
部門

自動車
（旅客）部門

家庭部門

基本目標３
地球温暖化を
防止する脱炭
素社会を実現

する



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

恵那市公式キャラクター「エーナ」 
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